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公 示

「災害時における早期情報収集及び応急対策に関する協定」の公募について

平成２４年９月３日

国土交通省 関東地方整備局
甲 府 河 川 国 道 事 務 所 長

吉 岡 大 藏

標記について、希望者は下記要領により技術資料を提出されたく公募する。
「災害時における早期情報収集及び応急対策に関する協定」（以下、協定という）の締結は、工事発注

でないことから入札は実施しない。
提出された技術資料について、技術審査基準に基づき審査のうえ協定予定区間ごとにそれぞれ基本的に

１社を選定し協定を締結する。

記
１．協定の概要
（１）名称 災害時における早期情報収集及び応急対策に関する協定

（２）目的 この協定は、地震・大雨等の異常な自然現象及び予測できない災害等の場合に、甲府河川国
道事務所が管理または工事中の道路施設等において発生した災害に関する早期情報収集及び
応急対策に関し必要な事項を定め、協定者が相互に協力して被害状況の早期把握、被害の拡大
防止及び被災施設の早期復旧に資すことを目的とする。

（３）内容 甲府河川国道事務所管内「一般国道５２号、１３９号」における３区間の「災害時における
早期情報収集及び応急対策に関する協定」の締結

（４）期間 協定締結の日から平成２７年８月３１日まで

２．技術資料の提出を求める対象者
（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）（以下「予決令」という。）第７０条及び第

７１条の規定に該当しない者であること。

（２）関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）平成２３・２４年度一般競争（指名競争）入札参加資格
業者のうち一般土木工事、維持修繕工事、アスファルト舗装工事のいずれかに認定されている者であ
ること（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者につ
いては、手続開始の決定後、関東地方整備局長（以下「局長」という。）が別に定める手続きに基づ
く一般競争（指名競争）入札参加資格の再認定を受けていること。）。

（３）会社更生法に基づき、更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開
始の申立てがなされている者（（２）の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

（４）山梨県内の以下に示す市町村に建設業法に基づく本店又は作業員・機材出動の拠点（自社の拠点で
あり、協定期間中に機能すること）を有すること。

１）協定区間９（国道５２号峡南国道出張所管内 南巨摩郡南部町塩沢～ 南巨摩郡身延町相又Ｌ＝
１０．２００ｋｍ）の協定締結を希望する会社

早川町、身延町、南部町
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２）協定区間10（国道５２号峡南国道出張所管内 南巨摩郡身延町相又～ 南巨摩郡身延町下山Ｌ＝
９．８４０ｋｍ）の協定締結を希望する会社
早川町、身延町、南部町

３）協定区間19（国道１３９号大月出張所管内 南都留郡西桂町小沼～ 大月市大月二丁目Ｌ＝１３．
２５０ｋｍ、国道１３９号都留ＢＰ 都留市上谷６丁目～ 都留市井倉Ｌ＝５．５５０ｋｍ）の区
間の協定締結を希望する会社

上野原市、大月市、西桂町、都留市、忍野村、山中湖村、富士吉田市、富士河口湖町

（５）平成９年４月１日以降に、関東地方整備局管内で元請けとして完成・引渡しが完了した下記の要件
を満たす同種工事の施工実績を有すること。
（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率２０％以上の場合のものに限る。）

（ｱ）道路工事
なお、当該実績が大臣官房官庁営繕部所掌の工事又は地方整備局所掌の工事（旧地方建設局所掌の

工事を含み、港湾空港関係を除く。）に係るものにあっては、評定点合計（工事成績評定通知書の記
４．成績評定①の評定点（評定点が修正された場合にあっては、修正評定点）をいう。）が６５点未
満のものを除く。

また、異工種建設工事共同企業体としての実績は、協定書による分担工事の実績のみ同種工事の実
績として認める。

（６）関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）発注工事で、当該各工種工事毎における過去２年間の工
事成績評定点の平均点が２年連続で６０点未満でないこと。

（７）申請書及び資料の提出期限の日から選定の時までの期間に、局長から工事請負契約に係る指名停止
等の措置要領（昭和５９年３月２９日付け建設省厚第９１号）に基づく指名停止を受けていないこと。

（８）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、国土交
通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

（９）工事請負契約に基づく工事関係者に関する措置請求に受注者が従わないこと等請負契約の履行が不
誠実でないこと。

（１０）建設機械及び資材等の手配が容易にできること。

（１１）緊急時に技術者や作業員等が出動出来る体制がとれること。

３．技術資料の作成及び提出
（１）技術資料作成要領の交付

技術資料作成要領を協定の締結希望者に以下のとおり交付する。

１）交付期間： 平成２４年９月３日（月）から平成２４年９月１８日（火）までの土曜日、日
曜日及び祝日を除く毎日、８時３０分から１７時１５分までとする。

２）交付場所： ①.関東地方整備局 甲府河川国道事務所 交通対策課
〒４００－８５７８山梨県甲府市緑が丘１－１０－１
℡０５５－２５２－９５８１

②.甲府河川国道事務所 ホームページ
http://www.ktr.mlit.go.jp/koufu/

（２）技術資料の作成及び提出

１）技術資料は、技術資料作成要領に示す様式及び留意事項等に基づき作成すること。

２）技術資料は、次に記載する受付期間及び受付場所に持参あるいは郵送もしくは託送（配達の記
録が残るものに限る）するものとし、メール又は電送（ファクシミリ）によるものは受け付けな
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い。（郵送もしくは託送の場合は、表に「技術資料在中」と記載し、受付期間に必着とする。）

・受付期間：平成２４年９月３日（月）から平成２４年９月１８日（火）までの土曜日、日曜
日及び祝日を除く毎日、８時３０分から１７時１５分までとする。

・受付場所：関東地方整備局 甲府河川国道事務所 交通対策課 専門職
〒４００－８５７８山梨県甲府市緑が丘１－１０－１
℡０５５－２５２－９５８１

（３）提出書類は、表紙を１頁とした通し番号を付すとともに全頁数を表示し、１部提出すること。
（頁の例：１／○○～○○／○○）

４．技術資料の審査に関する事項

技術審査における評価項目及び選定の着目点は以下のとおりとする。詳細については、技術資料作成要
領に示すとおり。

評価項目 選定の着目点

（１）施工実績 ①平成９年４月１日以降の関東地方整備局管内における同種工事の施工
実績

②平成１４年４月１日以降の関東地方整備局管内における災害応急復旧
工事（緊急災）の施工実績

（２）資格保有者 ①一級土木施工管理技士又は二級土木施工管理技士資格の保有者数

（３）安全管理等の状況 ①審査基準日における安全管理の状況及び不誠実な行為の有無

（４）工事成績 ①関東地方整備局（港湾空港関係を除く）発注工事の、一般土木工事、維
持修繕工事、アスファルト舗装工事における平成２２年７月１日から平

成２４年６月３０日までの工事成績。
②関東地方整備局（港湾空港関係を除く）発注工事における優良工事表
彰、安全管理優良受注者表彰、工事成績優秀企業認定の有無
※該当する表彰年次は技術資料作成要領に示すとおり

（５）災害時における機 ①災害出動要請時の作業員配置及び参集状況（協力会社分含む）
動力 ①災害時に使用する建設機械の保有状況（契約会社分含む）

（６）災害時応急対策に ①他機関と要請が重複した場合の体制
関する協定等の締
結状況

（７）｢難工事」施工実績 ①関東地方整備局（港湾空港関係を除く）発注工事における、過去１年間
の「難工事指定」対象工事の施工実績の有無。

②関東地方整備局（港湾空港関係を除く）発注工事における難工事功労表
彰の有無、
※該当する表彰年次は技術資料作成要領に示すとおり

（８）災害時の事業継続 ①関東地方整備局から認定する「災害時の基礎的事業継続力の認定」の有
力 無

５．協定締結者の選定に関する事項
（１）協定締結を希望する区間の１箇所または希望を明記の複数箇所について技術資料を提出できるもの

とするが、復旧活動の確実性の観点から協定区間は１社１区間を基本とする。
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（２）技術資料に基づき、資格の有無を判断し、資格を有する者の中から協定締結希望区間の重複を考慮
し、協定締結を希望する者の少ない区間から順次選定作業を行い、平成２３・２４年度一般競争入札
（指名競争）入札参加資格における名簿順位等を考慮した技術審査結果により協定締結者を選定する。

（３）したがって、締結者の選定において、技術資料提出者が協定締結希望区間を複数希望した場合の希
望優先順位は反映されない場合がある。

（４）予定する協定区間に希望者がいない場合は、希望区間以外の区間を担当する場合がある。その場合
は、ヒアリングを実施し希望区間以外の協定締結意志を確認して決定する。

（５）技術資料に欠落がある場合は選定しない場合があるので注意されたい。

（６）選定結果についての通知は、平成２４年１０月１０日（水）を予定している。

６．その他

（１）技術資料の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。

（２）提出された技術資料は、当該目的以外に提出者に無断で使用しない。

（３）提出された技術資料は返却しない。

（４）技術資料に嘘偽の記載をした者は、協定締結者としない。また、嘘偽の記載をした者を協定締結者
としていた場合には、協定を取り消す。（建築機械・資器材・資格保有者等に関する締結後の小規模

な変動は対象外）

（５）本協定の締結者は、関東地方整備局が実施する総合評価落札方式の競争入札において、「企業の信
頼性・社会性の「地域貢献度」」として加算評価されるものである。


